
 
 

    三重県測量業務入札参加資格者格付要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、三重県が発注する測量業務の適正な施工を確保するため、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１１に規定さ

れた入札参加資格に関し、測量業者の格付の方法及び等級について定める。 

 

（格付の対象者） 

第２条 格付の対象となる測量業者は、三重県建設工事執行規則（昭和３９年

三重県規則第１６号）第４条の規定により、入札参加資格者名簿に登録さ

れた県内に本店を有する測量業者とする。 

 

（測量格付事項審査） 

第３条 前条の対象者は、毎年実施される格付を行うための審査（以下「測量

格付事項審査」という。）を受審し、次の項目について確認を受けるものと

する。なお、測量格付事項審査を受審していない者の格付は行わない。 

   (1) 測量にかかる完成業務収入高（直前２年の平均値） 

   (2) 直前の営業年度の決算における自己資本額 

   (3) 測量にかかる有資格者の数 

   (4) 営業年数 
 ２ 前項の第１号から第４号の項目の審査基準日は、第１号、第２号及び第

４号にあっては、測量格付事項審査を受審する日の直前１０月１日とし、

第３号にあっては、測量格付事項審査を受審する日の直前１月１日とする。

ただし、新規に第２条の格付の対象者となった者の審査基準日は、別に定

める。 
 

（格付の等級） 

第４条 格付の等級は、Ａ等級、Ｂ等級の２段階とする。 

 

（格付の方法） 

第５条 格付は、測量にかかる完成業務収入高及び測量にかかる有資格者数の

要件並びに次の各号に定めるところにより算定した総合点数に基づき行う

ものとする。 

 一 第３条第１項第１号に掲げる項目の点数は、測量にかかる直前２年の完

成業務収入高の平均値に応じ、別表１の点数の欄に掲げる点数とする。 

 二 第３条第１項第２号に掲げる項目の点数は、直前の営業年度の決算にお

ける自己資本額を直前２年の完成業務収入高の平均値で除し、１００を乗

じて得た数値（別表２において「自己資本額数値」という。）に応じ、別表

２の点数の欄に掲げる点数とする。 

 三 第３条第１項第３号に掲げる項目の点数は、測量法（昭和２４年法律第

１８８号）による測量士の登録を受けている者の数に５を、同法による測

量士補の登録を受けている者（測量士の登録を受けている者を除く）の数

に２をそれぞれ乗じて得た数値を合計した数値（別表３において「合計数

値」という。）に応じ、別表３の点数の欄に掲げる点数とする。 



 
 

   測量にかかる有資格者については、第３条第２項の測量格付事項審査に

より、審査基準日（毎年１月１日）の半年前から継続して雇用関係にある

として認定を受けた者とする。 
 四 第３条第１項第４号に掲げる項目の点数は、営業年数に応じ、別表４の

点数の欄に掲げる点数とする。 
 
 五 総合点数は、次の算式によって計算した値とする。 

 

   算 式 ａ × ３ ＋ ｂ ＋ ｃ × ５ ＋ ｄ 

   この式においてａ、ｂ、ｃ及びｄは、それぞれ次の値を表すものとする。 

    ａ 第一号の規定による点数 

                    

     ｂ 第二号の規定による点数 

                    

     ｃ 第三号の規定による点数 

                    

     ｄ 第四号の規定による点数 
 

（発注標準の策定） 

第６条 発注標準の策定は三重県入札・契約制度検討委員会において行う。 

 ２ 発注標準は公表する。 
 

（格付の有効期間） 

第７条 格付は毎年行うこととし、その有効期間は６月１日から翌年５月３１

日までとする。 

   ただし、格付の有効期間の６月１日から翌年５月３１日の間に新規に第

２条の格付の対象者となり、格付が行われた者の有効期間は残期間とする。 
 
（格付の通知及び公表） 

第８条 格付を行ったときは、格付された測量業者に総合点数、格付の等級等

を通知するものとする。 
  ２ 格付された測量業者の総合点数、格付の等級等については、測量業者

格付一覧を作成し、公表するものとする。 

 

 附 則 
 この要領は平成６年度の格付から適用する。 

  平成２年３月３１日付け監第４３５号土木部長通知は廃止する。 

附 則 
 この要領は平成８年度の格付から適用する。 

附 則 
 この要領は平成１０年度の格付から適用する。 

 附 則 

  この要領は平成１２年６月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は平成１４年６月１日から施行する。 



 
 

  附 則 

この要領は平成１５年７月１日から施行する。 
  附 則 

この要領は平成１８年６月１日から施行する。 

  附 則 

この要領は平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は平成２７年６月１日から施行する。 

 附 則 

  １ この要領は令和５年１１月１日から施行する。 

  ２ 県内に本店を有する測量業者が、合併等によって本店を県外に移転す

ることとなった場合において、移転後も技術者等が県内の営業所等に在

籍する場合は、県内に本店を有する測量業者と同等（準県内業者）とし

て取り扱うことができるものとする。 

 

別表１ 測量にかかる完成業務収入高（直前２年の平均値） 
 
       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

        

測量にかかる完成業務収入高 点  数 
      

     

     

     

     

      

200百万円以上 ３０ 

100百万円以上 200百万円未満 ２５ 

50百万円以上 100百万円未満 ２０ 

30百万円以上  50百万円未満 １５ 

10百万円以上  30百万円未満 １０ 

        10百万円未満   ５ 

 

 

別表２ 自己資本額数値（自己資本額／年間平均実績高×１００） 

 

       

       

       

       

       

       

       

自己資本額数値 点  数 
     

     

     

    
１０以上 ３０ 

 ５以上      １０未満 ２０ 

５未満 １０ 



 
 

 

別表３ 測量にかかる有資格者数数値（測量士×５＋測量士補×２） 

 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

    

合 計 数 値 点  数 
     

     

     

     

     

      

１１０以上 ３０ 

６５以上  １０９以下 ２５ 

４０以上    ６４以下 ２０ 

１５以上    ３９以下 １５ 

１０以上    １４以下 １０ 

９以下   ５ 

 

 

 

 

別表４ 営業年数 

 

       

       

       

       

       

       

       

      

営 業 年 数 点  数 
     

     

     

     

     

  

３５年以上 ３０ 

２５年以上 ３５年未満 ２５ 

１５年以上 ２５年未満 ２０ 

 ５年以上 １５年未満 １５ 

       ５年未満 １０ 

 


